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北広島市情報公開・個人情報保護審査会 審議資料（2021.4.15） 

 

滞納債権の適正管理における滞納者情報の利用について 

 

 

 

本市では、安定した財源の確保や、市民負担の公平性の観点から、市の債権管理について債権

所管課が適切に徴収（債権回収）に取り組めるよう、債権管理条例の制定について検討を進めて

います。 

適正な債権管理にあたっては、滞納者の所在や資力に関する情報を的確に把握し、公平で公正

な管理業務を行うことが重要であり、滞納者に関する情報を各債権所管課間で共有することで合

理的・能率的に管理業務を進めることができるほか、複数の債権を滞納している重複滞納者に対

しても効率的な対応を行うことができるものと考えておりますが、その情報の共有については、

滞納者の個人情報保護に配慮し、慎重に取り扱わなければならないと認識しています。 

つきましては、債権管理条例に債務者に関する情報の共有ができる旨の規定を定め、個人情報

保護条例第 7条（収集の制限）第 2項第 2号及び同条例第 8条（利用及び提供の制限）第 1項第

2号の規定に基づき、収集、利用及び提供を可能とする取り扱いをしたく、情報公開・個人情報

保護審査会条例第 3条第 3項の規定に基づき、条例に規定する予定の債務者に関する情報の共有

の記述について諮問するものです。 

 

 

 

 

  

債権管理条例の制定に向けた検討 

（1）「行財政改革大綱(H27～R2)」の改革項目「３債権管理の適正化」の実施項目に、債

権管理条例の制定を位置付け検討を行う。 

 

（2）「きたひろ未来創造ビジョン 2021(R3～R7)」において、条例制定に向け市全体の債

権に係る統一した取扱い、管理基準等について検討を行う。 

 

 

■ 令和 3年度に(仮称)北広島市債権管理条例の制定、令和 4年度施行を目指す。 

 

 

 

 

 

 ２ 条例制定に向けての経緯 

 １ 趣 旨 
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普通地方公共団体の債権とは、金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利をいいます

（地方自治法 240 条①）。 

 

 

 

 ４ 債権の分類 

 ３ 債権管理の現状と条例制定による効果 

現状の課題 効 果  

債権管理の統一した方針・基準を定め、事務処

理サイクルを確立し、適正な債権管理を行う。 

●債権の種類によって、法律

等が異なるなど、所管課に

よって運用が異なる。 
 

●滞納整理に関する統一し

た指針がないため、債権回

収が進まず、収納率が向上

しない。 
 

●資力がなく回収不能の債

権を放棄することができ

ず、管理を続けている 

 

 

債権管理の適正化 

強制徴収や回収不能債権の債権放棄を行い、

未収金の縮減や債務者の資力の回復を図るな

ど、効率的な収納事務を行う。 

安定した収入の確保 

〈債権の分類〉 

（図 1） 

未収金に対して適切な事務を行い、市民負担の

公平性を確保する。 

市民負担の公平性の確保 
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（1）各債権の取扱（図 2） 

債権種別 
公債権 

私債権 
強制徴収債権 非強制徴収公債権 

① 回収方法 
滞納処分 

（地方税法、法令） 

支払督促、訴えの提起など 

（裁判上の手続き） 

② 
延滞金 

遅延損害金 

延滞金 

（地方税法、法令、地方自治法に基づく） 

遅延損害金 

（民法に基づく） 

③ 

時効 2 年又は 5年 5 年又は 10 年 

時効の援用※ 不要 必要 

債権の消滅 時効の経過により消滅 時効の援用により消滅 

※時効の援用とは、滞納者が債権者（市）に時効期間の満了により、その支払義務が消滅し

ていることを伝えることです（民法 145 条）。 

 

 

 

 

（1）債権数・滞納額 （図 3）             ＜令和 2年 9月 25 日調査結果＞  

債権の分類 
令和元年度決算における滞納額（千円） 

（現年＋滞納繰越） 
債権数 

強制徴収公債権 339,817 10 

非強制徴収公債権 41,761 66 

私債権 89,998 39 

合 計 471,576 115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５ 北広島市の債権管理状況 
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（図 4）市全体の債権のうち滞納がある債権の管理状況 

債権の分類・債権名 
令和元年度滞納額（千円） 延滞金・ 

遅延損害金
の徴収 

対応状況 

現年 滞納繰越 合計 
督
促 

催告 処分 

強
制
徴
収 
公
債
権 

 

市税 25,086 102,654 127,740 ○    

国民健康保険税 33,962 122,974 156,936 ○    

介護保険料 3,195 6,721 9,916 ○    

後期高齢者 
医療保険料 

1,433 1,007 2,440 ○    

保育料 930 13,516 14,446 ○    

介護・訓練等 
給付費返還金 

20 57 77 ○    

下水道使用料 20,692 7,570 28,262 ×    

小 計 85,318 254,499 339,817  

非
強
制
徴
収
公
債
権 

 

学童クラブ 
使用料 

377 1,169 1,546 ×    

老人福祉措置 
負担金 

0 104 104 ×    

生活保護費 
返還金 

5,458 31,771 37,229 ×    

児童扶養手当 
返還金 

0 2,688 2,688 ×    

就学援助費 
返還金 

80 81 161 ×    

市立保育園 
副食費 

33 0 33 ×    

小 計 5,948 35,813 41,761  

私

債

権 

 

水道料金 55,643 11,246 66,889 ×    

給食費 1,276 2,661 3,937 ×    

市営住宅使用料 1,186 16,646 17,832 ×    

市営住宅駐車場
使用料 

140 1,200 1,340 ×    

小 計 58,245 31,753 89,998  

合 計 149,511 322,065 471,576  
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債権管理条例は、市の債権管理に係る基本的な処理基準などについて定めるものであり、

納期限内に納付しない滞納者に対しては、条例に基づき対応していくこととなります。 

また、管理事務に係る具体的な運用等については、施行規則やマニュアルで定めます。 

 

（1）条例の位置付け 

本条例は、地方自治法、同法施行令その他関係する法令の規定に基づき、債権管理にお

いて取り組むべき基本的な事項を定めたもので、本市が保有する私債権も含めた全ての金

銭債権を対象とします。 

また、条例は市の債権に係る一般原則を規定するものとし、他の条例に特別な規定があ

る場合には、他の条例の規定を優先します。 

 

（2）基本的な考え方 

次の３つの基本的な考え方を柱とし、債権管理を行います。 

① 適正な債権管理 

法令に基づいた適正な債権管理を行うとともに、債権管理台帳を整備し、管理状況を

正確に把握します。 

② 新たな滞納の発生抑止 

納期内納付の向上を図るとともに、滞納の累積を防止するため滞納者には早期に督

促・催告を行い、新たに発生する滞納の発生抑止に向けた取組を行います。 

③ 滞納債権の整理 

滞納原因や生活状況、納付資力を把握することにより、的確な納付指導、法的措置等

を実施するとともに、徴収停止のほか、債務者が無資力の場合には履行延期や債権の放

棄を行い、未収金の縮減や債務者の資力の回復を図るなど、効率的な債権の整理を図

ります。 

 

 

 

 

（1）債権管理簿の整備 

債権を適正に管理するためには、債権ごとの処理経過に係る記録の管理が重要であり、債権

管理上の必要な事項について債権管理簿を整備します。 

債権管理簿は、滞納が発生した場合には、債権を回収するための基礎記録となるだけでなく、

滞納者との交渉記録や催告の状況などの記録と併せて活用することで、滞納者に対する効果的

な納付指導を行うことができます。 

 

 

 

 ６ 適正な債権管理に向けた条例等の整備 

 ７ 債権の分類に応じた統一的な管理方針 
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（2）督促 

債務者が納付期限までに納入しないときは、30日以内に督促を行います。 

 

（3）催告 

 催告については、法律の根拠はありませんが、必ず年に数回催告を行います。 

 

（4）延滞金 

強制徴収公債権及び非強制徴収公債権については、債務者が納付期限までに納付しないとき

は、延滞金を徴収します。計算方法は、地方税と同一にします（ただし、他の法令等において

特別の定めがある場合は除きます）。 

 

（5）遅延損害金 

私債権は、債務者が納付期限までに納付しないときは、民法に基づく遅延損害金を徴収する

ことができますが、私債権は私法上の原因により発生しており、双方の合意による契約のため、

その事案ごとに徴収の可否を判断します。 

 

（6）滞納処分 

強制徴収公債権について、納付資力があるにも関わらず納付しない者に対しては、督促から

10 日経過以降に財産調査によって財産が判明次第、差押え等の滞納処分を行います（国税徴収

法 47 条）。また、災害や長期の疾病にかかるなど一定の事由に該当するときは、徴収の猶予や

滞納処分の停止などの措置を実施します（地方税法 15条）。 

 

（7）強制執行 

非強制徴収公債権及び私債権については、督促後相当の期間を経過してもなお納付されない

ときは、強制執行等の措置を取ります(地方自治法施行令 171 条の 2)。ただし、資力がないなど

の理由により、徴収停止や履行延期の特約等の措置を取った場合は、原則、強制執行等は行い

ません。 

強制執行の措置を取る方法としては、主に滞納者の所在地を管轄する簡易裁判所に申立てす

る支払督促（民事訴訟法 382～402 条）を行います。 

支払督促は簡易裁判所の書記官の書類審査のみで発せられるものであり、公判等は無い簡易

の手続きです。相手方が異議を申し立てなければ確定判決と同じ効力をもち、強制執行が可能

になります。ただし、相手方が異議を申し立てた場合は通常の訴訟手続きに移行することにな

ります。 

 

（8）徴収停止 

非強制徴収公債権及び私債権について、滞納者の事情によって徴収を停止することができま

す（地方自治法施行令 171 条の 5）。 

 徴収停止については、債権金額が少額で取立費用額未満である場合など、徴収が困難又は不

適当と認められるときに行います。 
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（9）履行延期の特約等 

非強制徴収公債権及び私債権について、滞納者が無資力である場合や履行期限を延長した方

が徴収上有利な場合、災害や盗難などやむを得ない理由により全部を一時に納付することが困

難な場合などには、本来の履行期限を変更して分割納付をすることができます（地方自治法施

行令 171 条の 6）。 

 

（10）債権の放棄 

私債権について、債権は全額徴収することが原則ですが、あらゆる手段を尽くしてもなお、

徴収見込みのない場合については、債務者の資力の回復を図るとともに効率的な収納事務に努

める必要があることから、債権を消滅させます。 

債権を消滅させるためには、時効の援用または債権の放棄が必要です。債権の放棄は条例に

規定することにより、時効の援用がなくても時効の満了をもって債権を放棄することができる

ようになります（地方自治法 236 条②）。なお、債権を放棄したときは議会へ報告します。 

 

 

  

 
 

令和３年７月  パブリックコメント 

    ９月  条例案の議会提案（第３回定例会） 

令和４年４月  条例施行 

 

【参考】北海道内他市の債権管理条例制定状況 

制定済 ２７市 

札幌市、函館市、小樽市、旭川市、室蘭市、釧路市、北見市、 

夕張市、留萌市、網走市、苫小牧市、美唄市、芦別市、赤平市、

紋別市、士別市、名寄市、千歳市、滝川市、歌志内市、深川市、 

富良野市、登別市、恵庭市、伊達市、石狩市、北斗市 

未制定 ８市 
北広島市、帯広市、岩見沢市、稚内市、江別市、三笠市、 

根室市、砂川市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８ 今後のスケジュール（案） 
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第 1条 目的 

この条例は、市の債権の管理に関する事務の処理について必要な事項を定めることにより、当該事

務の一層の適正化を図り、もって公正かつ円滑な行財政運営に資することを目的とする。 

 

第 1条 解説 

市の債権管理について一般的な処理基準を定めることにより債権管理の適正化と事務の効率化を図

り、市民負担の公平を確保します。また、効果的かつ効率的に未収金を縮減することで円滑な行財政運

営につなげることを目的とします。 

市の債権を放置することは、多くの善良な市民の負担の公平性を損なうものです。この条例は、市の債

権について法令等に従って適正に管理し債権の縮減に取り込むことを目的としています。 

 

第 2条 定義 

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市の債権 金銭の給付を目的とする市の権利をいう。 

(2) 強制徴収債権 市の債権のうち、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定に基づく徴

収金に係る債権及び法令の規定に基づき国税又は地方税の滞納処分の例により処分すること

ができるものをいう。 

(3) 非強制徴収債権 市の債権のうち、強制徴収債権以外のものをいう。 

 

第 2条 解説 

地方自治体の債権は、金銭の給付を目的とする権利（地方自治法第 240 条第 1 項）とされています。

また、債権の区分について、一般的には公法上の原因に基づいて発生する債権が公債権、私法上 

の関係に基づいて発生する債権が私債権と分けられ、公債権はさらに国税又は地方税の滞納処分

の例により処分することができる自力執行権の有無によって強制徴収公債権と非強制徴収公債権

に分けられます。 

 

第 3条 他の法令等との関係 

市の債権の管理に関する事務の処理については、法令又は他の条例に特別の定めがある場合を除

くほか、この条例の定めるところによる。 

 

解説 

債権管理条例の規定が法令の規定と矛盾抵触するときは、法令の規定が優先すること及び債権管理

条例の規定が他の条例の規定と矛盾抵触するときは、他の条例の規定が優先することを規定します。 

 

 

 

 ９ 北広島市債権管理条例 条文構想 
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第 4条 市長の責務等 

市長は、市の債権の管理に関する事務について、法令又は条例若しくは規則の定めるところに従うと

ともに、この条例の目的を達成するよう、その発生原因及び内容に応じて適正に処理しなければならな

い。 

 

解説 

市長は、法令や条例若しくは規則の定めるところにより市の債権管理を適正に行う責務があることを規

定します。 

平成 16 年 4 月 23 日最高裁判所判決では次のように述べられています。「地方公共団体が有する債

権の管理について定める地方自治法第 240 条は、地方自治法施行令第 171 条から第 171 条の 7 まで

の規定によれば、客観的に存在する債権を理由もなく放置したり免除したりすることは許さず、原則として、

地方公共団体の長にその行使又は不行使についての裁量はない」とされており、市長等は法律に従い

債権を管理しなければなりません。 

また、市の債権管理を適正に管理・回収するためには、地方公共団体の運営を定めた地方自治法、

地方自治法施行令だけではなく、民法や商法などの民事実体法、民事訴訟法や民事執行法等の民事

手続法、地方税法などの行政法規、条例その他の法令に基づき、各種債権の特性や適用される法令等

を的確に把握し、正しい法解釈に基づいた業務を行う必要がありますので、職員の研修、債権管理マニ

ュアルの作成等を行うことにより職員の育成に努めます。 

 

第 5条 台帳の整備 

市長は、市の債権を適正に管理するため、必要な事項を記載した台帳(電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録を含む。)を備えなければならな

い。ただし、当該市の債権の性質上特にその必要がないと認められるときは、この限りでない。 

 

 

解説 

適正な債権管理を行うには、経過を正しく記録しなければなりません。正しい判断ができるように、債権

管理上必要最小限の事項については記録を義務付けます。 

台帳は、滞納が発生した場合には、債権を回収するための基礎記録となるだけでなく、滞納者との交

渉記録や催告の状況などの記録と併せて活用することで、滞納者に対する効果的な納付指導を行うこと

がでます。その後、訴訟に発展した場合においても、裁判で市側の管理経過を説明する資料として有効

です。台帳の管理は、記載されている個人情報の重要性から取扱う際には、市個人情報保護条例等の

関係法令に十分留意する必要があります。記載すべき事項については、条例施行規則に規定します。 
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第 6条 債務者に関する情報の共有 

市長は、履行期限までに履行されない市の債権がある場合において、当該市の債権の管理に関する

事務を効果的に行うため必要があると認めるときは、当該事務の遂行に必要な限度で、法令等の規定

に従い、当該債務者の規則で定める情報を同一の実施機関（北広島市個人情報保護条例（平成 15 年

条例第 4号）第 2条第 2号に規定する実施機関をいう。以下この条において同じ。）内において利用し、

他の実施機関に提供し、又は他の実施機関から収集することができる。 

2 市長は、前項の規定により利用し、又は収集した情報を当該市の債権の管理に関する事務以外

の事務に利用してはならない。 

3 市長は、第１項の規定により利用し、又は収集した情報を当該市の債権の管理に関する事務に利

用する場合は、当該債務者及び第三者の権利利益を不当に侵害することのないようにしなければなら

ない。 

解説 

市が保有する情報に関しては、広く一般的に、地方公務員法上の守秘義務が及んでいます。中でも、

税務職員の調査によって得られた個人の情報については、地方税法上の守秘義務が重ねて及んでいま

す。さらに、これらの守秘義務に加えて、北広島市個人情報保護条例による規制も及びます。 

市に対する債務の支払いが滞っている者に対し、債務者の情報を共有し適切に相談業務を行うことは、

業務の効率化及び利便性の観点から有益といえます。 

 

第７条 督促 

市長は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があるときは、法令又は条例若しくは規則

の定めるところにより、これを督促しなければならない。 

 

解説 

債権について、債務者が納付期限を過ぎても履行しないときは、納付期限後 30 日以内に督促を行わ

なければならないことを規定します。 

「督促」とは、債務者がその納付の期限を過ぎても、なおその債務を履行しない場合に、期限を指定し

てその納付を催告する行為をいいます。公債権・私債権にかかわらず、1 回目の督促は、債権回収に向

けた対応の第一歩となり、時効更新の効力があります。（地方自治法第 236 条第 4項） 

○督促の適用区分 

 強制徴収公債権 非強制徴収公債権 私債権 

根 拠 条 文 

①地方自治法第231条の3第1項 

②地方税法第 329 条第 1項、同法

第 371 条第 1 項等 

③個別法（都市計画法第75条第3

項、道路法第 73 条第 1 項等） 

地方自治法第231条の 3第 1項 地方自治法施行令第 171 条 

時 効 更 新 1 回目の督促に時効更新効果（地方自治法第 236 条第 4 項） 

滞納処分・強制

執行との関係 

滞納処分を行う前提要件となる。

（自力執行権により滞納処分が可

能となる） 

督促を行った後、裁判手続等により債務名義を取得し、裁判所に

強制執行を申し立て財産差押えとなる 
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第 8 条 延滞金 

市長は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 231 条の 3 第 1 項に規定する使用料、手数料、過

料その他の歳入について前条の規定による督促をした場合においては、延滞金を徴収するものとする。 

2 北広島市税条例(昭和 25年条例第 14号) 第 12条及び第 13条並びに附則第 3条の 2第 1項の

規定は、前項の延滞金を徴収する場合について準用する。 

3 市長は、第１項の延滞金を納入すべき者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、当

該延滞金を減額し、又は免除することができる。 

(1) 災害により著しく資力を喪失した場合 

(2) 延滞金を納入すべき者の責めによらない事由により当該市の債権について納入が遅延した場合 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、当該市の債権について履行しなかったことにつきやむを得ない事

由がある場合 

 

解説 

公債権について、督促で指定した納期限までに債務が履行されない場合に、履行期限の翌日から納

付の日までの期間の日数に応じて延滞金を徴収すること及びその計算方法等について規定します。計

算方法は、地方税と同一にします。 

また、災害等やむを得ない事由により履行期限までに納付ができなかった場合には、減額又は免除で

きるようにします。 

 

第 9条 滞納処分等 

市長は、強制徴収債権の滞納処分並びに徴収猶予、換価の猶予及び滞納処分の停止については、

法令の規定によりこれを行わなければならない。 

 

解説 

強制徴収公債権は、滞納が発生し督促をしたにもかかわらず履行しなかった場合、裁判所の手を借り

ずに地方公共団体自らの手で差押えなどの滞納処分を行わなければなりません。 

また、生活困窮など一定の事由に該当するときは、猶予などの緩和措置を行うこととなります。 
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第 10 条 強制執行等 

市長は、非強制徴収債権について、第 7 条の規定による督促をした後相当の期間を経過してもなお

履行されないときは、次の各号に掲げる措置をとらなければならない。ただし、第 13 条に規定する徴収

停止の措置をとる場合、第 14 条の規定により履行期限を延長する場合その他特別の事情があると認

める場合は、この限りでない。 

(1) 担保の付されている非強制徴収債権(保証人の保証があるものを含む。)については、非強制徴

収債権の内容に従い、その担保を処分し、若しくは競売その他の担保権の実行の手続をとり、又は保

証人に対して履行を請求すること。 

(2) 債務名義のある非強制徴収債権(次号の措置により債務名義を取得したものを含む。)について

は、強制執行の手続をとること。 

(3) 前２号に該当しない非強制徴収債権(第１号に該当する非強制徴収債権で同号の措置をとってな

お履行されないものを含む。)については、訴訟手続(非訟事件の手続を含む。)により履行を請求するこ

と。 

 

解説 

非強制徴収公債権及び私債権について、督促をした後、相当の期間を経過してもなお履行されないと

きは、強制執行等を行うことを規定します。 

市は、督促をしても履行されない債権について、法令の規定により強制執行等を行わなければなりま

せん。強制執行等の措置を取る場合として、担保権の実行、強制執行、訴訟手続き等による履行の請求

を行うことを規定しています。 

ただし、徴収停止や履行延期の特約等の措置を取った場合は、強制執行等の手続きを取らなくても良

いとしています。 

 

第 11 条 履行期限の繰上げ 

市長は、市の債権について、履行期限を繰り上げることができる理由が生じたときは、遅滞なく、債務

者に対し、履行期限を繰り上げる旨の通知をしなければならない。ただし、第 13 条第１項各号のいずれ

かに該当する場合その他特に支障があると認める場合は、この限りでない。 

 

解説 

市の債権について、債務者の信用状態に不安が生じた場合に債務者に債権の納付期限繰上げの通

知を行うことを規定します。 

市長は、債権を回収できないと認められる一定の要件に該当する場合に、納期限を待たずに回収手

続きをとることができる。（地方税法第13条の 2、地方自治法第240条第 2項、第 3項、地方自治法施行

令第 171 条の 3） 

ただし、徴収停止や履行延期の特約等の措置を取った場合は、強制執行等の手続きを取らなくても良

いとしています。 

【法律に定めがある場合】 

①債務者の財産に強制換価や破産手続きが開始されたとき（民法第 137 条、地方税法第 13条の 2） 



－13－ 

 

②債務者が担保を滅失させ、損傷又は減少させたとき（民法第 137 条） 

③債務者が担保提供の義務を怠ったとき（民法第 137 条） 

④相続における限定承認があったとき（民法第 930 条） 

⑤相続財産の分離が行われたとき（民法第 947 条） 

⑥相続財産法人が成立し、相続人がいないことが明らかになったとき（民法第 957 条） 

①から③までは履行期限の繰上げが必要とされていますが、④から⑥までは期限の利益があっても弁

済を受けられる状況ですので、次条の債権申出だけで足りることになります。 

【契約条項に従わなかった場合】 

上記のような理由は法律の要件により適用が限られていますので、当初契約の段階か履行延期の

特約に基づく分割納付、分割納付誓約書等において、納付期限を経過した場合は期限を繰り上げる

旨を明記することが必要になります。 

 

第 12 条 債権の申出等 

市長は、市の債権について、債務者が強制執行又は破産手続開始の決定を受けたこと等を知った場

合において、法令の規定により市が債権者として配当の要求その他債権の申出をすることができるとき

は、直ちに、そのための措置をとらなければならない。 

2 前項に規定するもののほか、市長は、市の債権を保全するため必要があると認めるときは、債務

者に対し、担保の提供(保証人の保証を含む。)を求め、又は仮差押え若しくは仮処分の手続をとる等必

要な措置をとらなければならない。 

 

解説 

債務者の財産に対して強制執行の開始決定があった場合、破産手続開始決定を受けた場合など、法

令上の配当等を受ける可能性があるときに「交付要求書」・「債権届出書」を提出します。地方自治法施

行令第 171 条の 4 第 2 項では債務者との契約の中で担保の提供を求め、信用不安等がある場合は、仮

差押え等の必要な措置をすることで、債権保全の努力をすることを定めています。 

 

第 13 条 徴収停止 

市長は、非強制徴収債権で履行期限後相当の期間を経過してもなお完全に履行されていないものに

ついて、次の各号のいずれかに該当し、これを履行させることが著しく困難又は不適当であると認める

ときは、以後その保全及び徴収をしないことができる。 

(1) 法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全くなく、かつ、差し

押さえることができる財産の価額が強制執行の費用を超えないと認められるとき。 

(2) 債務者の所在が不明であり、かつ、差し押さえることができる財産の価額が強制執行の費用を超

えないと認められるときその他これに類するとき。 

(3) 債権金額が少額で、徴収に要する費用に満たないと認められるとき。 

 

解説 

非強制徴収公債権及び私債権について、履行期限後、相当の期間が経過してもなお完全に履行さ

れず、債務者が所在不明で財産が少額である場合や、債権金額が少額で取立費用額未満である場

合などで、履行が困難又は不適当と認められるときは、徴収停止できることを規定します。 
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第 14 条 履行延期の特約等 

市長は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する場合においては、その履行期

限を延長する特約又は処分をすることができる。この場合において、当該債権の金額を適宜分割して履

行期限を定めることを妨げない。 

(1) 債務者が無資力又はこれに近い状態にあるとき。 

(2) 債務者が当該債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、その現に有する資産の状

況により、履行期限を延長することが徴収上有利であると認められるとき。 

(3) 債務者について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、債務者が当該債務の全部を一時

に履行することが困難であるため、履行期限を延長することがやむを得ないと認められるとき。 

(4) 損害賠償金又は不当利得による返還金に係る非強制徴収債権について、債務者が当該債務の

全部を一時に履行することが困難であり、かつ、弁済につき特に誠意を有すると認められるとき。 

(5) 貸付金に係る非強制徴収債権について、債務者が当該貸付金の使途に従って第三者に貸付け

を行った場合において、当該第三者に対する貸付金に関し、第１号から第３号までのいずれかに該当す

る理由があることその他特別の事情により、当該第三者に対する貸付金の徴収が著しく困難であるた

め、当該債務者がその債務の全部を一時に履行することが困難であるとき。 

2 市長は、履行期限後においても、前項の規定により履行期限を延長する特約又は処分をすること

ができる。この場合においては、既に発生した履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金(次条及

び第 16 条において「損害賠償金等」という。)に係る非強制徴収債権は、徴収すべきものとする。 

 

解説 

債務者が無資力、又は履行期限を延長した方が徴収上有利な場合などには、本来の履行期限を変更

して、分割納付の約束をすることができることを規定します。 

 

第 15 条 債務の免除 

市長は、前条の規定により債務者が無資力又はこれに近い状態にあるため履行延期の特約又は処

分をした非強制徴収債権について、当初の履行期限(当初の履行期限後に履行延期の特約又は処分

をした場合は、最初に履行延期の特約又は処分をした日)から 10 年を経過した後において、なお、債務

者が無資力又はこれに近い状態にあり、かつ、弁済することができる見込みがないと認められるときは、

当該非強制徴収債権及びこれに係る損害賠償金等を免除することができる。 

2 前項の規定は、前条第 1 項第 5 号に掲げる理由により履行延期の特約をした貸付金に係る債権

で、同号に規定する第三者が無資力又はこれに近い状態にあることに基づいて当該履行延期の特約を

したものについて準用する。この場合における免除については、債務者が当該第三者に対する貸付金

について免除することを条件としなければならない。 

 

解説 

非強制徴収債権について履行延期の特約又は処分によって分割納付の約束等をした場合、当初の

履行期限から 10 年を経過してもなお、債務者が無資力等の状況で納付できる見込みがないときは、当

該債権及びこれに係る損害賠償金等を免除することができることを規定します。 
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第 16 条 債権の放棄 

市長は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該非強制

徴収債権及びこれに係る損害賠償金等の全部又は一部を放棄することができる。 

(1) 破産法(平成 16 年法律第 75 号)第 253 条第 1項、会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)第 204

条第 1項その他の法令の規定により、債務者が非強制徴収債権についてその責任を免れたとき。 

(2) 第 10条の規定による強制執行等又は第 12条の規定により債権の申出等の措置をとったにもか

かわらず、なお完全に履行されなかった場合において、債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、資

力の回復が困難で、履行の見込みがないと認められるとき。 

(3) 第 13 条の規定により徴収停止を行った場合において、相当の期間を経過した後においても、な

お同条各号に該当し、これを履行させることが困難又は不適当と認められるとき。 

(4) 債務者が死亡し、その相続について限定承認があった場合、相続人全員が相続放棄した場合又

は相続人が存在しない場合において、その相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の

優先して弁済を受ける債権の合計額を超えないと見込まれるとき。 

(5) 当該非強制徴収債権（消滅時効について時効の援用を要しない非強制徴収債権を除く。）につい

て消滅時効に係る時効期間が満了したとき（債務者が時効の援用をしない特別の理由があるときを除

く。）。 

2 市長は，前項の規定により非強制徴収債権を放棄したときは，これを議会に報告するものとする。 
 

解説 

市の債権について、破産法の免責を受けたのに債務だけが残っている場合、債務者が所在不明にな

り私債権の消滅時効期間が満了した場合など、将来の履行の見込みがないのに管理を続けることは、未

収金の縮減のために効果的かつ効率的であるといえるとはいえません。このような場合、事務処理を放置

しただけでは解決にはなりません。この課題を解決のためには、債権を放棄することで業務を終える必要

があります。 

その債権を放棄する一つの方法として、条例の規定によることが法律（地方自治法第 96条第１項第 10

号）で認められています。この債権を放棄する典型的な事例を条例に規定することで、適切に債権放棄

を行い適正な債権管理と業務の効率化を図ることができます。 

なお、 債権を放棄した場合は、①債権の名称、②放棄した債権の件数、 ③合計金額、④その他必要

な事項を当該年度に係る決算と併せて議会に報告することとします。 
 

 

第 17 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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【北広島市債権管理条例 条文構想 第６条関係】 

強制徴収公債権所管課が、官公署等への協力要請（地方税法第 20 条の 11）や質問検査権（国

税徴収法第 141 条）により、取得した財産調査情報（預貯金、資産、保険金解約返戻金等）を非

強制徴収債権に提供し、又は、非強制徴収債権間で情報を共有することができる旨を債権管理条

例に規定することに対して、審査会に意見を求めるものです。 

 

平成 19 年 3 月 27 日付け総務省自治税務局企画課長通知では、税と同様、自力執行権を持つ

強制徴収公債権については、根拠法令を同じとする質問検査権（国税徴収法第 141 条）を有して

いるため一元的に財産情報を利用して差し支えないとされています。 

このことから、市税を含む強制徴収公債権の徴収業務については、相互に情報を利用すること

ができますが、学童クラブ使用料、市営住宅使用料、給食費など自力執行権を持たない非強制徴

収債権との情報共有については、法的根拠がなく、総務省の通知において、「それぞれの債権に

関する個人情報保護に十分かつ慎重な配慮を行いつつ、地方団体の実情等に応じ、検討するこ

と」とされております。 

 

 

（1）情報共有イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １０ 債務者に関する情報の共有について 

：提供が可能 

市税以外の 

強制徴収公債権 

(介護保険料、保育料など) 

市税 

市税情報は提供できない 

 

強制徴収の質問検査権

によって提供が可能 

強制徴収公債権 

強制徴収公債権

は情報の共有が

可能 

非強制徴収公債権 

（学童クラブ使用料） 

非強制徴収債権 

私債権 

(給食費) 

情報の共有 

税から入手した市税情報 

は提供できない 

：提供が不可 ：市税情報 ：市税以外の強制徴収公

債権情報 
：共有により効率的な債権管理が可能➡ 今後情報を共有する

（諮問事項） 
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（2）情報を共有する項目 

氏名、住所、居所、性別、生年月日、電話番号、勤務先住所、勤務先名称、家族構成、 

賦課額、未納額、納付状況、交渉経過、処分状況、所有資産情報 

 

（3）情報共有のメリット（必要性） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）債務者に関する情報の利用及び提供 

 

 

(利用及び提供の制限) 

第 8 条 実施機関は、個人情報(特定個人情報を除く。以下この条において同じ。)を取り扱

う事務の目的以外に個人情報を当該実施機関内において利用し、又は当該実施機関以外のも

のに提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 本人の同意があるとき。 

(2) 法令等の規定に基づくとき。 

(3) 出版、報道等により公にされているとき。 

(4) 個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。 

(5) 同一の実施機関内で利用し、又は他の実施機関に提供する場合で、事務の執行上相当の

理由があり、かつ、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき。 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、審査会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他相当の理

由があると実施機関が認めるとき。 

    

 

非強制徴収債権所管課の情報収集については、質問検査権（国税徴収法第 141 条）を有

していないため、滞納者本人からの聞き取りのみで情報を取得しており、同一の滞納者に

対して各所管課において収集している情報やそれに伴う対応がそれぞれ異なっています。 

各所管課の情報収集方法（現状） 

 

滞納者の所在や資力に関する情報を共有し的確に把握することで、納付資力がある場合

については滞納処分、強制執行を検討し、納付資力がない場合については、速やかに滞納

処分の停止や履行延期の特約等を行い、滞納者の生活困窮状況の緩和を図るなど、債権管

理の効率化や生活困窮者に対する適正な対応が可能になります。 

債務者に関する情報の共有のメリット 

 

北広島市個人情報保護条例 
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債務者に関する情報の利用及び提供にあたっては、実施機関内部において個人情報を相

互利用することで、市民の生活実態を的確に把握することが可能となるため、債権管理の

効率化や生活困窮者に対する適正な対応に繋がると考えます。 

また、各所管課で市の債権回収に利用する目的で収集した情報を、市の保有する他の債

権回収のために利用することは、目的が正当であり、効果的な債権回収を実現する見地か

ら公益上の必要性が高いと考えます。 

    ただし、市税所管課が、官公署等への協力要請や質問検査権を行使し取得した市税情報

については、当該職員が地方税法第 22条の規定による守秘義務を負っているため市税情

報については利用及び提供はできないものと考えます。 

 

（5）情報管理に関する安全管理の確保 

①人的安全管理 

滞納者情報は、滞納関係事務の担当者に限り、取り扱うものとします。 

②組織的安全管理 

滞納者情報の利用は、対象となる所管課に限定し、他の課への提供を禁止します。 

③物的安全管理 

収集及び提供した情報は、鍵付きのキャビネットに保管することとし、北広島市公文書管

理規程に基づき、保存期間経過後に廃棄します。 

 

 

 


